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住宅ローン需要の動向と
地域金融機関のローン戦略

〔要　　　旨〕

１　新設住宅着工が06年度に地方圏へ広がりを伴いながら，年率換算で130万戸レベルの高

水準で推移しているなか，金融機関の住宅ローン残高も前年比４％弱の伸びを持続してお

り，住宅ローンの貸出環境は表面的には良好に見える。

２　しかし地域金融機関からの聞き取りなどでは，先行きの住宅ローン需要について慎重な

見方が多い。その背景には民間金融機関の住宅ローン伸長を支えてきた，①住宅金融公庫

など公的機関からの借り換え，②新設住宅建設における民間資金利用の上昇などがほぼ終

了しつつあるという認識がある。

３ また，足元の住宅建設堅調の要因として，①蓄積されていた老朽化住宅の建て替えニー

ズが顕在化していることや，②人口の多い「団塊ジュニア」世代が30歳代に達し，住宅取

得に向かっていることが考えられるが，その押し上げ効果も中長期的には後退して行こう。

住宅ローン需要の頭打ちに加え，07年３月期からの新ＢＩＳ規制のもとでの住宅ローンの

リスクウェイトの引下げなども手伝い，住宅ローン貸出競争の激化も予想され，民間金融

機関の住宅ローン貸出環境の先行きは楽観できない。

４ 地域における住宅ローン獲得競争の状況についてみると，新設住宅着工が各県の主要都

市に集中化するなかで，マーケットリーダーである地域トップ金融機関のシェアの上昇傾

向が観察される。これにシェア上，２番手以降に追随する金融機関は単純なフォロワーと

して対応するだけではなく，地域トップ金融機関が進めるローン戦略のきめ細かな検討・

比較を行いながら，顧客属性，商品属性，地域・チャネルなど，どのようなセグメントに

注力していくかの経営判断が重要と思われる。

５　このような状況を踏まえ，地域金融機関における住宅ローン獲得の取組方向を考えると，

住宅ローンセンター等の店舗網整備やＩＴ化への対応など顧客接点となるインフラ面での

拡充を図ることに加え，対面営業力の強化に向けた人材育成等のソフト面を充実させるこ

とに，スピード感を持って対応することが大切と思われる。
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略の方向について考えたい。

（１） 新設住宅着工と住宅ローンの動向

新設住宅は
（注１）

，金融機関の住宅ローン推進

における主要な対象である。新設住宅の着

工は，利用目的別に自己住宅の建築である

持家住宅，完成後の販売を目的とする分譲

住宅，賃貸に供することを目的とする貸家

住宅，および社宅等の給与住宅に分けられ

るが，最終的に自己居住を目的に住宅ロー

ンが取り組まれるということで狭義の個人

住宅ローン需要の対象となるのは，「持

家＋分譲」住宅である。

前述のように，全国の新設住宅着工戸数

は03年度に３年ぶりに反転した。それ以来，

緩やかな景気拡張が続くなか，住宅価格と

住宅ローン金利の両面の低位安定を背景に

３年連続で増加をたどった。その堅調さを

リードしたのは主に貸家住宅と分譲住宅で

全国の新設住宅着工戸数は，2003年度か

ら３年連続で増加後，06年度も97年度以来

の年率換算で130万戸レベルの着工ペース

で底固く推移している。銀行など金融機関

の住宅ローン残高も堅調に推移しており，

個人貸出金残高が前年同期比４％弱の伸び

を持続する牽引役となっている。

このように足元における住宅ローンの貸

出環境は表面的には良好に見える。しかし，

地域金融機関からの聞き取りなどにおいて

は，新BIS規制（以下「バーゼルⅡ」）での

住宅ローン債権のリスクウェイト軽減など

を受けた住宅ローン獲得競争の激化予想に

加え，住宅ローン需要の先行きについて慎

重な見方が多い。

本稿では，そのような見方の背景にある

住宅ローン市場の現状と将来について，地

域金融機関を中心とした視点から分析する

とともに，住宅ローン獲得のための推進戦
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あった。

一方，持家住宅着工戸数は03年度にいっ

たん増加に転じたものの，04，05年度と減

少が続いた。06年度は当初，マンション耐

震偽装に端を発した住宅品質問題に伴う買

い控えが懸念されたが，その悪影響は極め

て限定的な範囲にとどまり，06年４～11月

の累計で全体の新設住宅着工戸数は前年同

期比3.5％増，「持家＋分譲」住宅も同1.4％

増となっており，特に持家住宅着工戸数は

同3.1％増となっている。このように06年

度の新設住宅着工戸数は前年度の124.9万

戸から130万戸程度へと増加が見込まれる。

年間ベースで130万戸台に乗れば97年度以

来９年ぶりのことになる。

この間の県（以下，都・道・府を含め「県」

と称する）別の着工戸数の動きをみると，

新設住宅着工戸数の増加県数は03年度の20

県から04年度以降は30県以上を持続してい

る。06年４～11月の累計についても東京，

大阪などの大都市圏では前年同期比で減少

している半面，地方圏への波及によって着

工戸数の増加県数は31県にのぼっている。

特に，長く低迷していた持家住宅着工戸数

の持ち直しに牽引され「持家＋分譲」住宅

の着工増加県数が38県に増加していること

が注目される（第１図）。

このように足元の住宅着工は堅調であり

新設住宅にかかる住宅ローン需要もしっか

りした状況にあると言える。これを受け，

銀行など金融機関の住宅ローン残高は堅調

に推移しており，個人貸出金残高が前年同

期比４％弱の伸びを持続する牽引役となっ
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ている。

（注１）建築基準法に基づく知事への届出（10ｍ2以
下の建築は対象外）により作成される「住宅着
工統計」は，新築等から住宅の戸が新たに造ら
れる「新設住宅」と増改築により住宅の戸が増
加しない「その他」に分かれる。本稿では基本
的に新設住宅を住宅着工にかかるデータとして
取り扱う。

（２） 慎重な先行きの住宅ローン需要へ

の見方

しかし，地域金融機関からの聞き取りな

どにおいては，住宅ローン獲得競争の激化

についてのみならず，住宅ローン需要の中

長期的な先行きについて慎重な見方に接す

ることが多い。

そのような背景には，①住宅金融公庫な

ど公的機関からの借り換えや，②新設住宅

着工における民間資金利用シフトへの対応

をほぼ終了しつつあるという認識があるよ

うだ。

実際のところ，住宅金融公庫の住宅ロー

ン残高はピークであった00年度末の68.3兆

円から05年度末には43.9兆円に24.4兆円減

少しており，他の公的機関を合わせた公的

０６． 
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第1図　住宅着工戸数の前年比増加県域数 
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機関全体の住宅ローン残高も00年度から05

年度末までに30.4兆円減少した。

一方，この間に民間金融機関全体の住宅

ローン残高は，31.2兆円増加し134.1兆円に

純増した。うち預貯金取扱金融機関の同残

高は，32.0兆円増加し129.9兆円となったが，

公的機関，民間金融機関を合わせた住宅ロ

ーン残高は，過去数年にわたり180兆円台

前半のほぼ横ばい水準にとどまる。ローン

残高が増えているわけではないことは注意

すべき事実である（第２図）。

また，新設住宅建設における民間資金利

用比率は94年度に約５割まで下がった後，

06年後半には９割近くに達している。しか

し，今後は「フラット35」の利用が金利の

長期金利固定化ニーズ増大と同商品の取扱

金融機関の拡大およびバーゼルⅡのもとで

の資本節約的経営戦略などと相まって底固

く推移すると想定されることから，民間資

金利用比率の頭打ち的傾向が出てくると考

えられる。
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（３） 住宅着工の２つの押し上げ要因

貸家住宅着工の堅調の要因として，賃貸

住宅建設・管理業者の積極営業のもと，節

税対策を含む遊休地有効活用の手段や投資

対象として賃貸住宅経営が増えていること

などがあげられる。一方，「持家＋分譲」

住宅の新設住宅着工の堅調の背景として

は，景気（景気拡張の長期化），金利（金利

先高観のもと水準的には低位安定）の要因の

ほかに，２つの押し上げ要因に着目する必

要があろう。

１つは，高度成長期以前に建てられた築

後30年以上を経過した住宅ストックが増

え，建替えニーズが顕在化している可能性

があること，２つ目は人口の多い団塊ジュ

ニア世代が30歳代になり住宅購入に向かっ

ていると考えられることである。

持家を中心とする建替えニーズの高まり

について，「住宅・土地統計調査」の93年

と03年のデータから見てみよう。各種調査

によれば，建替え前住宅の築年数は平均30

～32年
（注２）

と言われており，そのような築後30

年以上を経過し，建替え時期を迎える老朽

化住宅が増加している。

93年調査時点においては，築後33年以上

を経た60年以前に建築された住宅戸数は

530万戸，建築時期不詳の家屋を含めて630

万戸だったが，直近調査の03年調査時点で

は70年以前に建築され築後33年以上を経た

住宅戸数は800万戸，建築時期の不詳家屋

を含めると総計1,020万戸となっており，

93年と比較しそれぞれ1.5倍，1.6倍に増加

している（第３図）。このような住機能・

資料　住宅金融公庫データから作成 
（注）１　ローン残高は左目盛, 民間利用比率は右目盛。 

２　住宅金融公庫はフラット３５, 法人向けローンを含
まない残高。 
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第2図　業態別住宅ローン残高の推移 

その他 
民間金融機関 

労金 

民間資金 
利用比率 
（右目盛） 

銀行 

信金 

農協 

住宅金融公庫 
（直接融資） 

その他公的機関 



ここに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。

安全性も劣る築後30年以上の住宅ストック

の増加は建替えニーズの増大を意味する。

さらに，90年代末からの日本経済の長期低

迷に伴い，繰り延べされていた建替えがペ

ントアップ（持ち越し）需要として加わり，

足元で住宅着工を押し上げている可能性が

考えられる。

一方，住宅需要の面では，人口の多い

「団塊ジュニア」世代が30歳代に到達した

ことがプラス要因となっている。

住宅金融公庫の利用者調査な
（注３）

どによれ

ば，持家住宅の取得年齢の平均は40歳弱と

以前と変わらないが，マンションや建売住

宅の取得年齢の平均は30歳代半ばに下がっ

ており，30歳代，そのなかでも30歳代前半

層は住宅ローン取組みの中心的な年齢層と

なっている。この団塊ジュニア世代の到達

により30歳代人口が1,900万人近くに増加

する（第４図）。この世代層の親世帯から

の独立によって総世帯数も増加している。

この30歳代に達した団塊ジュニア世代が
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住宅取得に向かっていることが住宅需要の

活性化要因になっていると考えられる。し

かし，30歳代の将来人口は2010年にその前

半層の人口を中心に1,800万人へ47県の４

分の３に当たる県で減少に転じる。さらに

2015年には1,550万人に減少すると予想さ

れる。また，全体の総世帯数自体は2015年

までは微増を保つものの，県レベルではほ

ぼ半分程度の県で減少に転じると推計され

ている。

当面は前述の２つの押し上げ要因はプラ

スに働くと思われるが，建替えニーズの一

巡や30歳代人口の減少などによって中長期

的に後退して行くことが予想される。基本

的に少子・高齢化のなか，空家率の上昇な

どからみて住宅ストックは飽和時代に入っ

ており，新設住宅建設が長期にわたり高水

準を維持するとは考えにくい。

さらに，バーゼルⅡのもとで住宅ローン

のリスクウェイトが一段と軽減され，資本

節約的債権として住宅ローンの貸出選好が

高まることも住宅ローン貸出競争がさらに

激化する一因となると予想される。
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資料　総務省「住宅・土地統計調査」から作成 
（注）　調査年は１～９月累計建築戸数。 
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第3図　建築時期別住宅戸数 
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資料　総務省「人口統計月報」から作成（０７年以降は「国勢
調査」「簡易生命表」から推計） 
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第4図　今後１０年間の３０歳代人口の動向 
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また，民営化後の「ゆうちょ銀行」が住

宅ローン参入を希望していることも競争上

の懸念点である。

このように民間金融機関の住宅ローンの

中長期的な貸出環境は，住宅ローン需要の

頭打ちに加え，規制変更などに伴う競争激

化から厳しさを増すことが予想される。

（注２）建替え前住宅の築年数について，住宅金融
公庫・利用者調査（平成14年度新築融資編）は
31.7年，（社）住宅生産団体連合会『戸建注文住宅
の顧客実態調査』では約30年となっている。

（注３）住宅金融公庫「平成17年度フラット35利用
者調査報告」によれば，利用者平均年齢は持家
で38.4歳，マンション購入で36.8歳，建売住宅購
入で36.0歳，中古住宅で38.0歳である。

（１） 県下主要都市への住宅着工集中化

次に地域金融機関の住宅ローン獲得競争

の状況をみて行きたい。

前述のように新設住宅着工戸数の増加が

地方圏に広がりをみせているが，各県にお

ける動向においては，人口集中度を上回る

主要都市への住宅着工の集中化が注目され

る。住宅ローン推進の主対象となる新設住

宅建設の回復は地方圏に広がりをみせてい

ると言っても，その中身は中心都市への偏

ったものであるということである。

市町村合併によるデータへの影響はある

が，県の着工戸数上位３～５都市の住宅着

工戸数の集中度を90年代中盤（95～96年）

と近年（03～05年）を比較すると，東京と

阪神淡路大震災の影響がある兵庫県を除く
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45県中，41県で近年の上昇傾向が目立つ

（第５図）。逆にいえば，郡部ないし主要都

市以外の中小都市の新設住宅着工は不調を

脱していないということになろう。

これを県下における住宅ローン推進の観

点からみると，主要都市における住宅ロー

ン獲得においていかに劣後しないか，ロー

ン推進資源の重点配置が重要であることが

示唆される。

（２） トップ金融機関のローンシェア増大

地域における住宅ローン獲得競争の近年

の動向として注目されるのは，住宅ローン

シェアで優位にあるマーケットリーダーの

金融機関がおおむねシェアを引き上げ，競

争基盤を強化していると考えられることで

ある。

たとえば，大都市圏（東京，大阪，神奈

川）を除く県における住宅ローン残高の１

位銀行と２位銀行との相対的シェアを上位

〈
０３
〜
０５
年
の
平
均
〉 

〈９６～９７年平均〉 

資料　国交省「建設統計」から作成 
（注）１　人口５００万人以上の県域では上位５都市, それ以

外は上位３都市。 
２　東京都と阪神大震災の影響があった兵庫県は除く。 

７０ 

（％） 

６０ 

５０ 

４０ 

３０ 

２０ 

１０ 
２０ １０ ３０ ４０ ５０ ６０ ７０ （％） 

第5図　県域における主要都市の 
　　　住宅着工シェアの変化 

シェア低下 

シェア上昇 

２　地域における住宅ローン需要

とローン獲得競争の現況
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20行についてみると，直近では頭打ち感が

あるものの５年間に約2.5倍から３倍へ上

がっていることが示されている（第６図）。

一方，２位銀行が１位銀行に明らかにキ

ャッチアップ傾向を示しているのは全国で

も数例にとどまっている。

各地域金融機関は経営戦略の重要な柱と

して個人向け貸出伸長を打ち出して注力し

ており，シェア上，２番手以降に追随する

金融機関（以下「追随金融機関」）もおおむ

ね住宅ローン残高の積み増しを実現してい

る。しかし，店舗網等のチャネル，営業人

員およびブランド力に加え住宅建設業者に

対する関係などの点で一般的にマーケット

リーダーである地域トップ金融機関の優位

性は大きい。

住宅ローンの貸出環境が今後厳しさを増

すと見込まれるなか，追随金融機関が単純

なフォロワーとして対応するだけでは十分

ではなかろう。マーケットリーダーである

地域トップ金融機関が進めるローン戦略の

農林金融2007・2
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きめ細かな検討・比較を行いながら，顧客

属性，商品属性，地域・チャネルなどを細

分化し，どのようなセグメントに経営資源

を投入し注力していくかの経営判断が重要

と思われる。

以上のような環境認識を踏まえ，実際の

住宅ローン推進上のいくつかの課題につい

て述べたい。

（１） 住宅ローンセンターにおける

業者営業の重要性

住宅ローンセンターは，業務を住宅ロー

ンに専門化し，大量の案件を集中的に扱う

ことにより，営業や事務などの業務効率を

高めるものである。その主な機能には，①

住宅関連業者や個人を対象にした問い合わ

せ・相談のほか，②住宅関連業者への営業，

③関連する事務処理などがある（第７図）。

これら機能のどこに重点を置くか（業者

への営業力強化，事務の効率化）のほか，立

資料　日経FQ（各行財務諸表）から作成 
（注）１　相対的シェア＝首位行÷準首位行 

２　東京, 大阪, 神奈川を除く県の上位２０行の単純平
均。 

３．１ 
（倍） 

３．０ 

２．９ 

２．８ 

２．７ 

２．６ 

２．５ 
０１年 
３月 

決算期末 

０２ 
・ 
３ 

０３ 
・ 
３ 

０４ 
・ 
３ 

０５ 
・ 
３ 

０６ 
・ 
３ 

第6図　地域首位行の相対的シェア 
－住宅ローン残高上位２０行平均－ 

資料　筆者作成 

第7図　住宅ローンセンターの機能 

－専門スタッフを配置し, 業者営業から 
事務処理まで機能集約－ 　 

相談対応 
・住宅関連業者・個人からの問合せ,  
相談対応 

業者営業 
・ハウスメーカー, 工務店, 不動産 
業者等への定期訪問 
・住宅見学会などへの職員派遣 
 

事務処理 
・審査受付, 回答 
・分譲情報等の収集・蓄積 

住
宅
ロ
ー
ン
セ
ン
タ
ー 

３　住宅ローン推進上の課題
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ーン選びの意思決定に「住宅・販売業者の

勧め」が最も影響を与えたとする回答は，

予定者で5.0％だが，利用者では21.2％とな

っている（第２表）。

以上の調査は，顧客の住宅購入意思が具

体的に進むと顧客の住宅ローン選定に住宅

関連業者の影響力が高くなることを示して

いる。

こうしたことから住宅ローンの営業活動

は，ハウスメーカー，住宅建設業者や不動

産業者に対して行うことが中心となってい

るのである。

なお店舗については，都銀や一部の地銀

では，住宅ローンを含めた個人向け各種ロ

ーンに加え，投資性金融商品等の資産

運用から相続相談まで，個人取引特化

型店舗と呼べるような個人顧客を対象

にした総合的な相談機能を強化した店

舗展開もみられる。

（２） 住宅ローン推進の今後の動向

これまでの聞き取りにおいて，「住

宅ローン市場は先行き縮小する見通し

であるものの，個人ローン分野におい

地，営業時間，専門職員の人数などにより

外部への訴求力が異なる。ほとんどの住宅

ローンセンターは業者営業を中心的な機能

とすることが多いが，業者営業の重要性を

裏づけるような次の調査結果がある。

国土交通省の「平成17年度民間住宅ロー

ンの実態に関する調査」によれば，顧客が

住宅ローンの種類を選択する際には，顧客

が主体的に決める（46.4％）のと，住宅関

連業者の営業担当者の勧めによって決める

（45.5％）のとは，ほぼ同じ割合となってい

る。

また，住宅金融公庫の「平成18年度住宅

ローンに関する顧客アンケート調査」でも，

住宅関連業者による情報提供の影響が大き

いことがわかる。同調査ではこれから住宅

を購入しようと考えている人（予定者）と，

住宅ローンを利用して住宅を購入した人

（利用者）とを比較しているが，住宅ロー

ンの借入先を選ぶ際に「住宅・販売業者が

勧める金融機関」と回答したのは予定者で

は17.1％と少ないが，利用者では40.9％と

最も高い（第１表）。また最終的な住宅ロ

（単位　％） 

取引があるなど馴染みの金融機関 

利便性（立地, 営業時間）が良い金融機関 

住宅・販売業者が勧める金融機関 

住宅ローンの商品内容が充実している金融機関 

知名度や信頼感のある金融機関 

その他 

資料　住宅金融公庫「１８年度住宅ローンに関する顧客アンケート調査」 
（注）　「予定者」は住宅取得予定者（４，６６７名）のうち, 住宅「ローン利

用」予定者（４，１０８名）, 「利用者」は０３年以降の住宅取得者のうち
のローン利用者（回答数４，２３１名） 

第1表　住宅ローン借入先を選ぶ際のポイント 
（複数回答） 

３９．９ 

１８．２ 

１７．１ 

５５．８ 

３６．１ 

２．５ 

予定者 

３６．６ 

１８．２ 

４０．９ 

２５．１ 

２６．４ 

８．１ 

利用者 

（単位　％） 

自分や家族で主体的に判断 

友人・知人の勧め 

住宅・販売業者の勧め 

金融機関の勧め 

専門家（FP等）の勧め 

その他 

資料　第１表に同じ 

第2表　最終的な資金計画（ローン選び） 
　　　の意思決定に影響を与えた人 

（複数回答） 

８２．８ 

３．１ 

５．０ 

４．０ 

５．０ 

０．１ 

予定者 

７１．４ 

１．７ 

２１．２ 

４．０ 

０．９ 

０．８ 

利用者 
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ては今後も住宅ローンを主軸に推進するこ

とは変わらない」とする金融機関が多かっ

た。とくに新設住宅向け住宅ローン推進か

ら派生的に出てくる「リフォームローン」

については確実に取り込んでゆきたいとす

る金融機関のほか，新設住宅よりも中古住

宅売買や増改築案件などにからむローン需

要を期待する声などが聞かれた。さらに，

少子・高齢化が進むなか，リバースモーゲ

ージ（住宅担保年金）に関心を寄せる意見

もあった。

このように住宅ローンの推進を強化する

動きが続くとみられるなか，顧客属性や地

域特性，金融機関相互の競争状況などを考

慮すると，営業展開は多種多様になると考

えられる。たとえば県全体のマス顧客を対

象とする地域金融機関は前述のローンセン

ターを設置することにより集中的かつ効率

的に営業展開を図ることができるが，地域

や職域など限定的な顧客を対象とする地域

金融機関は今後も既存の営業店舗を拠点と

して，そのなかで中心的な顧客ターゲット

を念頭に営業展開することが戦略の一つに

なるだろう。

そこで以下では，こう

した比較的劣位な地域金

融機関が住宅ローンをど

のような態勢・観点で推

進すればよいかを考察し

てみたい。ヒアリング調

査を踏まえ，態勢面での

主要な課題として考えら

れるものには，①ＩＴ化
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の拡充，②融資可否に関する審査回答の迅

速化，③人材育成の大きく３つが挙げられ

る。

（３） 課題１：ＩＴ化の拡充

地域金融機関においてもほとんどがホー

ムページ上に住宅ローンの概要（主力商品

や優遇金利など）を掲示している。しかし，

ホームページ内で目的のところに容易にた

どり着けるか，ターゲットとする顧客層に

セールスポイントが明確に訴求されている

か，相談をしやすい工夫がされているか等

の観点から住宅ローン関連のホームページ

をみると，まだ改善の余地があるように思

われる。

たとえば，ホームページ上で住宅ローン

の仮審査申込ができる銀行数は，地銀・第

二地銀合計110行のうち，現状では19行と

全体の17.3％にとどまる。仮審査の申込み

までウェブ対応できるところはまだ多くな

いが，地域別にみると中部，関東など先行

している大都市圏とそれ以外の地域では違

いがみられる（第３表）。一方，すでにイ

（単位　行，％）

　 全　国 

北海道・東北 
関東 
中部 
近畿 
中国 
四国 
九州・沖縄 

資料　各行ホームページから作成(０６年１１月現在） 

第3表　ホームページ上で住宅ローンの 
　　仮審査申込が出来る銀行数 

６４ 

１１ 
９ 
１３ 
１０ 
５ 
４ 
１２ 

地銀 

銀行数 
（ａ） 

１４ 

２ 
３ 
６ 
２ 
- 
- 
１ 

可能数 
（ｂ） 

２１．９ 

１８．２ 
３３．３ 
４６．２ 
２０．０ 
- 
- 

８．３ 

（b/ａ） 

４６ 

８ 
８ 
９ 
５ 
４ 
４ 
８ 

第二地銀 

銀行数 
（ａ） 

５ 

１ 
２ 
１ 
- 
- 
- 
１ 

可能数 
（ｂ） 

１０．９ 

１２．５ 
２５．０ 
１１．１ 
- 
- 
- 

１２．５ 

（b/ａ） 

１１０ 

１９ 
１７ 
２２ 
１５ 
９ 
８ 
２０ 

調査計 

銀行数 
（ａ） 

１９ 

３ 
５ 
７ 
２ 
- 
- 
２ 

可能数 
（ｂ） 

１７．３ 

１５．８ 
２９．４ 
３１．８ 
１３．３ 
- 
- 

１０．０ 

（b/ａ） 
地域 



ンターネット利用者は国内で8,500万人に

達し，うちブロードバンド回線利用数がそ

の半数以上の4,700万人となっている。し

たがって，今後は大都市圏を中心にホーム

ページ上での住宅ローン仮審査対応が急速

に進む可能性が高いと考えられる。

加えてこの審査過程においては，住宅ロ

ーンの返済実績と債務者属性との相関を統

計的に処理して債務者ごとの信用リスクを

自動的に査定する「自動審査モデル」と連

動させ，顧客が許諾可能となる借入限度額

をホームページ上で試算できる仕組みに改

善することなども当面の課題の一つであろ

う。

また，先進的な一部の金融機関では審査

回答のスピードを短縮する手段としてイン

ターネットを活用するだけではなく，個別

相談への対応といったコンサル機能を付加

したものへ発展させようとする例もある。

そのレベルまで引き上げることをしないと

しても，せめてインターネット上で住宅ロ

ーン相談の予約申込みをできるようにする

必要はあるだろう。

顧客の金融機関への対応姿勢の二極化の

なか，非対面での情報入手を志向する顧客

ニーズがさらに増えると考えられることか

ら，こうしたインターネットを活用した相

談機能等の強化を図ることが必要であろ

う。

（４） 課題２：審査回答の迅速化

前述のとおり，住宅ローン推進において

は住宅関連業者の関与度が高いため，住宅

農林金融2007・2
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ローンセンター等の専門部署を設置して業

者営業を強化し，業者との密接な関係づく

りを構築することが重要である。

実際に訪問した地域金融機関でも，住宅

関連業者の営業担当者が紹介する金融機関

に案件が持ち込まれるケースが多いと聞い

た。そこでは顧客を紹介してくれる業者の

営業担当者などとの信頼関係づくりのため

に迅速な審査回答が欠かせないと強調して

いた。なかには自動審査モデルの構築や信

用保証機関との連携，住宅ローンセンター

への権限委譲等により，顧客へ当日回答す

る金融機関もある。

しかし，過去の住宅ローン取引件数が少

ない地域金融機関の場合には，データベー

スを構築して信用リスク解析のための審査

を自動化することは困難である。そこで母

集団を拡大するために県単位でデータを共

同利用して審査モデルを構築することが考

えられるが，顧客属性・信用リスクには地

域性もあるため難しい面があるようであ

る。

しかしながら，自動審査モデルに頼るこ

となく人的な審査であっても，審査体制や

業務プロセスを見直すことにより，顧客へ

の翌日回答を実現している地域金融機関も

ある。比較されるライバル金融機関に劣ら

ないようにするため，審査スピードを短縮

する方法を工夫することが望まれる。

（５） 課題３：人材の育成

住宅ローンをめぐる環境変化により顧客

獲得競争は一層厳しいものになることが予



想されるなか，今後は現場での営業力の強

化が従来以上に重要になると考えられる。

こうしたなかで住宅ローン推進のかなめで

ある営業担当者の実践的な能力を高めるた

めの人材育成が課題となる。

たとえば，ある信金では養成責任者の指

導の下で営業職員が数日間，指定された営

業エリアで個人ローンを新規開拓するとい

う実地研修（フィールド・セールス・トレー

ニング）を実施する態勢を構築している。

この延長線上にあるのが住宅ローンの借り

換え推進であり，一定年数を経過した団地

内の住宅を戸別に訪問し，反応があれば提

案書を作成して再び訪問し，ローン獲得に

つなげている。

また，勤続年数や年収などの点でローン

審査上スコア不足となる顧客や，賃貸スペ

ースや店舗等業務スペースを併設する住宅

などで審査に手間がかかる案件に対して

は，保証料が増えるが何とかできないか，

金利が上がるがプロパー資金で出せないか

などを検討し提案書を作成する。さらに実

際に融資を実行した優良事例について担当

職員が発表する「融資事例発表会」を定期

開催し，ノウハウ蓄積を図りながら人材育

成に取り組んでいる。

このように店舗網で劣る金融機関であっ

ても，指導教育担当者を置くなどして，現

場での対面営業力を向上させ顧客ニーズを

捕捉していくことができれば，住宅ローン

獲得力の強化につながる余地は大きいと思

われる。
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ここに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。

個人営業チャネルの充実に向けて，地域

金融機関においても住宅ローンセンターの

設置が行われる一方，メガバンクは相談ブ

ースの工夫など店舗施設の改善をはかった

個人特化型店舗の増設を急速に進めようと

している。このような個人営業の店舗チャ

ネルの強化は，地域性や競合金融機関の対

応にもよるが，いわばインフラ面での競争

条件確保のための必要条件である。

さらに，インフラ面では，非対面営業の

推進戦略のかなめとしてインターネットで

の仮審査申込などのＩＴ利用のレベルアッ

プも重要な課題であろう。加えて，対面営

業の現場では，営業担当者の実践的専門ス

キル向上のための人材育成活動などソフト

面の態勢強化も並行して求められている。

住宅ローンの貸出環境が先行き厳しさを

増すと予想されるなかで，金融機関は中心

的顧客ターゲットに向けて自らのプレゼン

スを高めるために，店舗やインターネット

等のインフラ面と人材育成等のソフト面の

両面の充実が求められており，それについ

ていかにスピード感を持って経営資源を配

分・投入していくかが問われている。
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